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１　 はじめに（去年の整理と今年の方向性）

昨年度の研究は、組織に発生する不祥事の要因として、報告を
行う活動（以下、報告活動という）の在り方に着目した。報告活
動が機能しないことに組織のリスクが存在すると仮説を立て、そ
れを「報告リスク」と位置付けた。そして「報告リスク」の少な
い理想の組織を「自律成長型組織」として、マネジメント体制の
仮説モデルを提言した。

今年度は、その仮説モデルを基に「自律成長型組織」となるた
めの要因を洗い出し、組織の体質改善のガイドラインを構築する
ために「組織診断」の開発を試みた。組織は成長するものである
ため「成長段階＝成熟度」に着目し、「組織の成熟度」を分析・
評価することができる仕組づくりを考察した。

2　 報告リスクと組織の成熟度　－昨年の研究から－

報告を阻害する要因には「報告すべき情報を認識していない」
「報告すべき情報が少ない」「間違っている」といった報告情報
に対する阻害要因と「報告しても評価されない」「自分の業務範
疇でない」「余計な仕事が増える」といったと報告行動に対する
阻害要因がある。これを我々は「報告リスク」として定義してい
る。

報告リスクが低く、発生が少ない組織は、理念が組織全体の価
値観として共有化されており、報告活動が円滑に行われている。
この組織は、リスク対応の組織文化があり、リスクマネジメント
が機能していることを指している。つまり、昨年度我々が提言し
た「逆三角形（コマ型）の組織」であり、「自律成長型組織」で
ある。

情報は上から下に流れるという原理に従い、従来のピラミッド
型から逆三角形（コマ型）の組織へ構造転換しているのである。
また、理念の浸透により、帰属意識が高揚し、自己革新と成長す
る組織へと組織文化が醸成されている。この組織モデルが「自律
成長型組織」である。（図表１参照）

具体的には
①理念が浸透し、組織風土となっていること
②理念の浸透に際し、常にＰＤＣＡが回るマネジメントがされ

ていること
③自律成長の協力関係（リーダーシップ、メンバーシップ、フォ

ローシップ、サポートシップ）でつながっていること
「自律成長型組織」は、協働意識が高く常に全体最適化を目指

している。したがって、管理・統制しなくても自発的に目的や目
標に向かって動ける組織で「個人の成長＝組織の成長」となって
いる。

つまり、「成熟度」の高い組織と考えられるのである。（図表
２参照）

この①②③の要素がいかに組織内で浸透・構築されているかを
具体的に関連する指標を設けて数値化し、見える化するツールを
開発することで、現状の組織の実態を診断し、組織のリスク体質
改善に取組む活動につなげたいと考えた。

報告リスクに対する組織文化がどのように醸成され、組織活動
が行われているのかという視点から、我々が理想として設定した
リスクマネジメントが機能する「自律成長型組織」としての「組
織の成熟度」を分析・評価するモデルを設定し、組織改革のガイ
ドラインとして活用することを目的としている。

3　 組織成熟度モデルの設定

組織成熟度モデルの設定は、組織が目指す「理想的な報告リス
ク対応組織」を実現するため、現状の「組織の成熟度」を明らか
にして、組織の特徴と課題を明確にすることである。
１．組織成熟度モデルとは

フィリップ・クロスビーは、マネジメントの成熟度を６項目に
沿って、それぞれを５段階のレベルで評価した。６項目は次のと
おりである。

①マネジメントの理解と態度、②クオリティ組織の状態、③問
題の取扱い、④クオリティ・コストの対売上比率、⑤クオリティ
の改善処置、⑥企業組織のクオリティへの姿勢

また、５段階のレベル評価は次のように表現し、知的に進歩し
ていく組織の状態を表している。

①半信半疑→②覚醒→③開眼→④知恵→⑤確信
これが、成熟度モデルの原型とされている。
我々の考える「組織の成熟度」とは、組織の自律成長性や自己

革新能力の高さなどの報告リスクに対応する組織活動の機能到達
度を５つの因子で測定できるように設定し、５段階の成熟度レベ
ルで評価できるようにしたものである。

「組織成熟度モデル」とは、リスクマネジメントが機能する組
織にするためには、組織をどのように改善・革新するのが良いか
を認識する必要があり、リスク対応に未熟な組織と成熟した組織
を比較し、組織の状態の違いを明らかにするものである。これは
「組織活動のための仕組みの有無」や「手法の優劣」ではなく
「リスク認識とリスク対応の組織文化」「報告活動の目的や考え
方」、「業務プロセスや独自性」「目的や目標に対する個と全体
のあり方」「帰属意識による協働性と自律成長性」などに着目す
ることにある。（図表２参照）
２．組織の成熟度を測る５つの因子（図表３参照）

　組織における報告活動は、報告情報の取得と報告行動の実行

報告リスクに対応する組織診断の研究
リスクマネジメント体制のための組織成熟度ガイドライン作成に向けて
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という２つの要素によって成り立っている。この要素に影響を与
える因子を我々は５つ設定した。

①理念の浸透度
 　組織風土は、組織の中でそれらを構成する人々の間で共有

される価値観や信念、判断基準などから習慣となった行動が
絡み合って醸成されたシステムで、組織として時間をかけて
意図して創り上げたものである。このため、組織における報
告活動は、組織文化（組織風土）に既定されるのではないか
と考えた。つまり報告情報の取得には価値観などの判断基準
が、報告行動の実行には組織文化が深く関与していると思わ
れる。組織文化は、経営理念の浸透度によって成熟度が高く
なるものと考えられるので、理念の浸透度が基本因子である
と言える。

②全体最適化度
 　個は全体のために、全体は個のために存在し、相互補完し

ていることが基本である。
 　全体の行動はあらゆる部分の協働によって成立ち、部分の

行動は全体を通して相互に影響し合っている。未熟な組織ほ
ど部分と全体、部分と部分の関わりが薄く、調和が十分でな
いと考える。成熟した組織では、全体と部分、部分と部分の
関係が強く、調和がとれていると考える。

 　「部分最適（個別最適）」は、システムや組織の中で、それ
ぞれの要素や部署の機能の最適化を図ること意味する。例え
ば、組織において、それぞれの業務機能だけの生産性をあげ
ることが「部分最適」になる。組織を構成する各部署や従業
員それぞれがバラバラな形で最適化されて行くことも「部分
最適」といえる。

 　「全体最適」とは、システムや組織の全体の最適を図るこ
とを意味している。「全体最適化」のプロセスでは、組織の
各部署や全ての従業員が歩調をあわせて同じ方向に最適化
されていく必要がある。「全体最適化」を図れば、業務の流
れが組織全体として統制されるため、機会喪失などの問題を
減らすことが可能になる。

 　個人の目的や目標、チームや部門の目的や目標、組織の目
的や目標など、より上位の目的や目標で考える従業員は、常
に組織に活力を与える。個人→部門→全体のＰＤＣＡサイク
ルの相関関係が部門の利益よりも全体の利益を優先させ、付
加価値創造という上位目的へのベストプラクティスになる
と考える。

③業務の成熟度
 　業務は事業目的を達成するための方法や手順・手続きを継

続して行う活動である。組織のビジョンを達成するための戦
略遂行に関して、効果的な方法や手順が仕組として構築さ
れ、組織化され、管理・運用される。この仕組や組織化の体
系が業務システムや業務フローである。

 　業務システムは、「標準化」「構造化」「再現性」という３
つの視点から、効率性と効果を追求する改善や革新が継続的
に行われる必要がある。また、リスクマネジメントの観点か
ら、業務の中でリスク発生の可能性のある方法や手順を発見
し、業務システムの脆弱性を改善することも同時に求められ
る。

 　業務の成熟度とは、業務システムの継続的な改善や革新が
個人やチーム・部門で行われる風土が定着し、実施されてい

るかどうかを評価することである。更に、各業務プロセスで
の業務執行において、業務目標の設定から実行・評価・改善
のＰＤＣＡサイクルを回し、効率的に業務目標を達成するた
めに、スキルアップや業務執行の高度化を図らなければなら
ない。この取組み状況を合わせて評価する必要がある。

 　業務の成熟度が高いほど、業務改善の取組みが恒常的に行
われていると共に、リスクへの関心も高く、ネガティブ情報
の取得や報告行動は円滑であると考える。また、業務執行の
ＰＤＣＡサイクル運用から報告活動が常態化しているとも
考えられる。

④帰属意識の深化度
 　帰属意識とは、何らかの集団や組織に所属していると感じ

ること。つまりアイデンティティが明確であり、組織と個人
のアイデンティフィケーションがあることである。

 　組織への帰属意識が高ければ高いほど、組織の基盤は磐石
なものとなり、成果を生み出しやすくなると考える。しかし、
組織に対する帰属意識といっても様々な状態のものがある。
この組織でこれを達成しようといったチャレンジングな動
機によるものもあれば、この組織にいれば安全だからといっ
た消極的な動機によるものもある。組織は、そうした構成員
の帰属意識の状態について正確に把握し、組織への貢献意欲
を高める方向にもっていくことを考える必要がある。

 　帰属意識の高揚は自律成長への動機となり、個人の成長は
組織の成長として捉えることが出来るようになる。したがっ
て、協働関係を重視するようになり、リーダーシップの協力
関係である「フォローシップ」「サポートシップ」「メンバー
シップ」を積極的に行うことができると考えられる。

 　組織において帰属意識を持つこと、高めることに必要なの
は「理念の浸透」「構成員同士の繋がり」「文化の構築」である。

⑤ＩＴ化成熟度
 　ＩＴ化は、業務の効率化を行うためのツールであり、属人

的な業務システムや業務執行から発生するリスクを回避し、
業務の脆弱性を排除して高度化（「標準化」「構造化」「再現
性」）するためのものである。

 　また、属人的な業務処理ではできなかったことが自動化や
データベース化によって出来るようになり、報告活動のス
ピード化や円滑化に役立つものと考えられる。

 　ＩＴ化成熟度には、ＩＴ化のためのハードウェアやソフト
ウェアなど、ＩＴシステムの導入・整備といった「ＩＴイン
フラ度」と情報の利用やＩＴを活用する能力（ＩＴスキル）
の成熟度といった「ＩＴリテラシー度」と業務の手順や手続
きなどの文書化の成熟度（継続改善と最適化）といった「Ｉ
Ｔ文化度」の三要素がある。

 　ＩＴ化成熟度が高いほど、業務は効率的で報告リスクが少
なく、報告活動は円滑であると考えられる。

３．組織成熟度の因子間関係（図表３参照）
　組織成熟度の５つの因子は、それぞれ相互に関係し、影響し

あっている。理念の浸透度は全ての因子に影響を与える組織成熟
度の基本因子である。

①理念浸透度と全体最適化度
 　理念の浸透度は全体最適化度に大きな影響を与えており、

上位の目的や利益を優先するかどうかの価値判断の基準に
なっていると考えられる。
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②理念浸透度と業務成熟度
 　理念に基づく事業ビジョンを達成するための方法や手順

が業務であるため、理念浸透度は業務成熟度に大きな影響を
与えると考えられる。なぜなら、業務システムや業務プロセ
スは理念やビジョンあるいは戦略に整合している必要があ
るからである。また、継続的な業務改善や業務革新への動機
付けは理念の理解度や価値観の共有レベルによって異なる
と考えられる。

③理念浸透度と帰属意識の深化度
 　帰属意識の根源は理念であり、組織と個人のアイデンティ

ティの確立であることから、理念の浸透度が帰属意識の深化
に影響を及ぼすことは明らかである。

 　自律成長型組織の構成員は、理念の浸透度と帰属意識の深
化度が高いと考えられる。

④全体最適化度と業務成熟度
 　業務の成熟度が高くなれば、全体最適化度は高くなると考

えられる。なぜなら、業務システムの改善や改革は個人や部
門の利益を優先するものではなく、全体の目的や目標と利益
を優先するからである。また、個別の業務システムや業務プ
ログラム（以下「個別システム」という）は全体システムを
構築するための要素であり、業務熟成度は全体最適化が意図
する目的・目標を達するため、個別システムを効率的に運用
するという相互関係にある。

⑤全体最適化度と帰属意識の深化度
 　帰属意識の深化度が高くなれば全体最適化度は高くなる

と考えられる。なぜなら、組織と個人のアイデンティティが
確立すると組織に対する誇りや愛着心（エンゲージメント）
が生まれ、全体最適化への意識が働くからである。これによ
り、組織風土は全体最適化へ向かうと考えられる。

⑥業務成熟度と帰属意識の深化度
 　帰属意識の深化度が高くなれば業務成熟度は高くなると

考えられる。なぜなら、組織と個人のアイデンティティが確
立すると組織に対する誇りや愛着心（エンゲージメント）が
生まれ、業務改善や改革への行動が活性化する。一方、業務
成熟度が高くなったからといって、帰属意識が高くなるとは
考えにくく、不可逆的な関係にあると考える。

　我々が理想とする「自律成長型の組織」は、自発的に行動
し、仕事に邁進する、仲間を信頼し合い、組織の成功のために一
丸となり、高い業績を上げるチームである。組織の成熟度が高く
なるとエンゲージメント・レベルも高くなると予測され、報告活
動が円滑に行われる。エンゲージメントに対する行動は以下の通
りで、業績向上と相関関係があり、リスクマネジメントが機能す
る。

・組織への信頼
・改善への欲求
・業務内容と「全体像」の理解
・同僚への尊敬、協力
・献身的に業務に取り組む姿勢
・業界の最新動向の把握

４．成熟度モデルのレベル評価試案
成熟度モデルは、クロスビーによる「組織マネジメントレベル

成熟度モデル」とこの成熟度モデルを原型にした、カーネギーメ

ロン大学のハンフリー教授らが開発した「組織の能力成熟度モデ
ル（ＣＭＭ）」がある。

我々は、これらのモデルをベースにしたＩＴコーディネータ協
会の「経営成熟度モデル」とクロスビーの成熟モデルを原型とす
る「日本経営品質賞のアセスメント（評価）基準」を参考に、成
熟度モデルのレベルを考察した。

○レベル１：気づきの段階
組織が課題のあることを認識している段階。リスクやネガ

ティブ情報を認識していても自己処理や個別対応が多く、属
人的で組織化が未整備な状態であると考えられる。過去の枠
組みの中での改善行動を行っているが、組織遂行力が低く、
高い能力をもつ個人に依存する傾向が高い。
○レベル２：個別認識実施の段階

リスクやネガティブ情報は個別認識で、責任はまだ個人の
レベルにある段階。過去の枠組みにもとづく改善から革新へ
向かい始めているが、組織行動が標準化されていないので、
似た手順を他の人が真似る傾向がある。
○レベル３：組織文化開花の段階

リスク対応が組織文化として開花する段階。手順は標準化
され文書化され、求める価値を戦略的に考え行動している。
部門は組織の標準プロセスに適合し、全体最適化が進みかけ
ている。
○レベル４：組織文化定着の段階（管理・統制維持）

組織は、継続的な改善と改革を行っている段階。プロセス
の機能をツールと手順に従って監視と測定が可能で、組織全
体で学習することにより、大きな価値を生み出している。
○レベル５：最適化している段階

組織は、継続した改善によりベストプラクティスに達して
いる段階。自律成長型組織として、革新軌道に乗って最高の
成果を生み続けている。

４　 組織成熟度の診断・評価の方法

前項で説明した「成熟度モデルのレベル評価」を行うため、
「組織成熟度」の５因子各々について詳細な評価項目を設定した
診断シートを作成し、分析する方法を考察した。
１．成熟度５因子のレベル評価

成熟度モデルのレベル評価は組織全体としての成熟度であり、
各５因子の成熟度のレベルが判るようにしなければならない。

現在の組織と自律成長型組織との差異を明確化し、組織内に潜
む「報告リスク」の存在と問題点を焙りだし評価するため、次の
指針に基づき明らかにすることとした。

①現在の組織と自律成長型組織との差異を明確にすること
②組織の潜在的な報告リスク（問題点）を明確にすること
③客観的な評価を構築すること

２．評価項目の数値化と評価計算方法（図表４、図表５、図表６
参照）

①評価項目は、１～５の５段階評価を基本とする
②評価項目ごとに「重要度」と「報告リスク」におよぼす「影

響度」をウエイト付けする
重要度の係数は1.1～1.5の５段階、影響度の係数は1.1～1.3

の３段階を基本とし、重要度と影響度を乗算して評価点数を算出
する

※計算式　ⅹ＝因子別の各評価項目（Ａ：５段階）×重要度（Ｗ：
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５段階）×影響度（Ｅ：３段階）
③評価点数は全て加重平均値とする。また、回答サンプルの上

位群、中位群、下位群のギャップ分析も行う
④各因子の成熟度の数値をレーダーチャートに図表化し、相対

的な評価や関係を明確化する
３．組織内の３階層ギャップ分析と業種への対応（図表６参照）

組織内で、経営層・中間管理層・一般従業員層別（職制別）に
成熟度に対する反応の違いが予測される。このギャップ分析が重
要で、各因子への反応や評価項目の認識の違いに組織の問題点が
存在すると考えられる。これにより、具体的な対策を助言すると
ともに、定期的な検証を実施し、さらなる問題点の把握と改善を
見える化していく。

また、業界や業態別（製造業、サービス業、建設業など）につ
いても各因子の評価項目を考慮すべき点がないか、十分検討する
必要がある。

５　 組織成熟度診断シートの設計と検証（図表７）

「組織成熟度モデル」の各因子の詳細項目設定の必要条件とし
て以下の内容を考慮する。

①理念の浸透段階が把握可能なこと
②経営スタイル（管理・支配型や自律・協調型など）の状況把

握が可能なこと
③報告の判断基準の明確化と浸透（共通の価値基準による問題

意識と情報認識）の把握が可能なこと
④全体最適化の程度（レベル）の把握が可能なこと
⑤日常におけるＰＤＣＡサイクルの状況把握が可能なこと
　（個人ＰＤＣＡ　⇔　部門ＰＤＣＡ　⇔　全体ＰＤＣＡ）
⑥自律成長型組織の協力関係の状況把握が可能なこと

（部門内外に対するメンバーシップ、上司に対するサポートシッ
プ、部下・後輩に対するフォローシップ）

組織成熟度診断シートは「理念の浸透度」を中心に「全体最適
化」「業務の成熟度」「帰属意識の深化度」「ＩＴ化成熟度」が
関連・補完する質問になる評価項目（設問・選択回答）を設定す
る。

また、自分の組織・職制では把握できない評価項目（設問）を
極力避け、できるだけ直観的（主観的）に回答できる設問とす
る。
※組織成熟度診断シート（案）の設問例（図表７）を参照。

６　 組織成熟度診断による報告リスク対応組織作りの考え方

成熟度モデルの各因子は、それぞれ密接に関係し影響しあって
いることで組織文化が醸成され、成熟度が決まってくる。各因子
の成熟度レベルの高低により、組織としての報告リスクがどのよ
うに顕在化するかを考察し、組織改善の方向を検討する。
１．理念の浸透度

理念の浸透度は、組織への求心力の強弱につながる。理念の浸
透が低いということは、つまり組織の方向性が全体に理解されて
いないと言うことである。各部門・各個人が各々に自己の有効
性・効率性を検討することとなり、組織が目指す方向性とは違う
方向選択又は方向性が判らない状態になると考えられる。この因
子は、自律成長を目指す組織としての核となる部分であり、低い
場合は組織の報告リスクは非常に高いと考えられる。組織全体で
共有できる理念の確立と浸透対策が必要である。

２．全体最適化度
理念に従属していると考えられ、組織の方向性が一つになって

いるかが成熟度を図る要素となる。理念が目指すものに対して、
部門・部署単位の組織（以下、個別組織という）が、組織全体と
して効果的かつ効率的に活動できるかの指標であり、個別組織の
活動（意識）の統一性が問われる。これを目指す上で、個別組織
又は個人の有益性は排除されるべきである。全体最適化への方向
に組織改善するためには、理念の確立と浸透、帰属意識の高揚、
業務改革への動機付けが必要である。
３．業務の成熟度

業務の成熟度は、ＩＴ化成熟度と相互関係して、その他の要素
の加速又は減速の要因と考えられる。全体最適化を目指すために
は、個別組織及び個人の業務においてリーダーシップ、サポー
ト・フォロー及び協力の体制が組織化されている必要がある。ま
た仕組の標準化、見える化により属人的な能力に頼らない組織全
体の風土としていく、業務改善・改革が自発的に行っていくこと
が必要である。
４．帰属意識の深化度

この要素は理念の深化を図るうえで重要な要素の一つと考えら
れる。つまり、この要素の深化がなければ、業務とＩＴ化がいく
ら成熟化していても問題が発生する。理念と帰属意識の深化は他
の要素を成熟させ自律成長を促す意味で重要な要素である。理念
の浸透と合わせて帰属意識を高揚させる対策を考える必要があ
る。
５．ＩＴ化成熟度

この要素の成熟度は、業務・コミュニケーション等におけるア
プローチの変化をもたらすこととなる。この要素が成熟化する
と、情報アプローチが線（稟議書・通達等の文書等による通知・
報告）から面（電子メールの一斉送信やＨＰ等の利用による通知
または階層を意識しない報告）又は立体化（リアルタイムの相互
情報通信、クラウドによるアクセス・配信）を擁することとな
り、情報の共有化による利便性が向上する反面、使用方法によっ
ては、他の要素を著しく阻害をすると考えられる。

この要素を成熟化させていくには、情報の利用やＩＴを活用す
る能力（ＩＴスキル）の成熟度と業務の手順や手続きなどの文書
化の成熟度（継続改善と最適化）を高める必要がある。

成熟度診断による特徴的な成熟度の方向性が以下のように想定
される。

①因子の成熟度が高水準な場合
 　この状態であれば、問題は基本的に生じないと考えられ

る。我々の目指す、自律成長組織として、理念をもとに各組
織が全体最適化を目指して活動しており、機能しているとい
うことである。

②各因子の成熟度が低水準な場合
 　この場合は、組織の存立を含め再度、組織としての活動を

見直す必要がある。
③各因子の成熟度が中間値の場合
 　この状態が一番組織にとって不安定な状況と考えられる。

つまり、問題があるが発生していない状況か、または良好な
状態を各層が認識できていない状況と考えられる。この場合
は、層別の分布を分析し、どの部分に不安要因が又は強みが
あるのかを検証する必要がある。

④因子の成熟度で 1~2 因子が極端に低水準な場合
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 　この場合、どの要因が低水準なのかにより、組織リスクは
異なる。特に「理念」「帰属意識」が低い場合は要注意であ
り改善が必要と考えられる。

⑤因子の成熟度で 1~2 因子が極端に高水準な場合
 　この場合も要因により、組織のリスクは変化する。特に「IT

化」のみが高い場合は要注意と考えられる。
以上の事から、５つの要因の関連性が組織活動を構成する上で

重要な役割を果たしていること考えられる。特に「理念」「全体
最適」「帰属意識」この要因が欠けると自律成長を行う上で非常
にマイナスとなると考えられる。また、「業務の成熟」「ＩＴ化
の成熟」の要因においては自律成長を加速する上で重要な要因と
考えられ、先の３要因の成熟度合いを踏まえ、標準化・電子化を
含めた活動を進めることが効果的・効率的な組織活動につなが
る。

７　 おわりに

我々は2013年度の研究において、リスクマネジメントが機能
する組織というものに着目をし、報告という情報の流れの視点か
ら「どのような組織がよいのか」「組織によって問題が発生しや
すいのか」ということを中心に研究を実施した。その内容は、活
性化された組織は、良いことはもちろんのこと、本人にとって不
利益を被る可能性の高い案件についても報告がタイムリーに実施
され、結果的に大きな問題を発生させていないという一定の結論

を得た。
本年度は、この結果を基本に「組織の成熟度」をどのようにし

て図るかということを研究のテーマとした。その内容は、①理念
の浸透度、②全体最適化度、③業務の成熟化度、④帰属意識の深
化度、⑤ＩＴ化成熟度の５つの因子を設定し、成熟度モデルの基
本的な考え方を研究した。我々が理想とする「自律成長型組織」
の「成熟度」を分析・評価するモデルを設定し、組織改革のガイ
ドライン考察の中間報告として発表するに至った。

内容としては
①組織の成熟モデルを設定したが、仮説の段階であり、全体と

して不十分な点があること
②成熟度モデルの各因子の評価内容が未着手であること
③組織成熟度診断シートが未完成であり、検証ができていない

こと
④評価結果に基づくガイドラインの作成が未着手であること
⑤診断シートのシステム化の検討ができていないこと

など、大きな課題が残っている。
次年度の研究において、評価結果の良い企業と業績の良い企業

は一致するという結論に関して、検証を実施し、リスクマネジメ
ントが機能する「組織成熟度モデル」のガイドラインを構築する
予定である。我々の研究が現代組織運営の評価手法の一助とな
り、役立つことを念じてやまない。
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